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研究要旨：本研究班は、もともと特定健診・特定保健指導制度に対する「総括班的な性

格」を有している。したがって、この予防政策は本当に効果があるか否かを検討するこ

とを基本的なミッションに位置付け研究を展開し、かつ方法論や医療費分析、関連する

文献サーベイ研究など多角的な観点から研究を展開してきた。本稿では、中心的な命題

である政策効果について、大規模データを使用し特定健診保健指導による介入効果を検

討した。 

わが国は、近年生活習慣病が増加し、死亡原因で三分の二、医療費で三分の一を占め

る。生活習慣病の中で、特に糖尿病、高血圧、高脂血症を構成疾患に含むメタボリック

症候群に焦点が当てられ、平成20年度からすべての医療保険者に40歳以上の加入者に対

して特定健診と該当者の特定保健指導を義務づけ、メタボリック症候群予防政策を施行

した。本研究の目的はこの予防政策の効果を検討することである。北海道から九州に至

る地域（北海道、岩手県、東京都、石川県、三重県、山口県、香川県、高知県、宮崎県）

の特定健診受診者のデータベースが使用された。これらの道都県における市区町村の国

保加入者で、特定健診の受診者355,374人のデータを基に、平成21年の積極的支援の該

当者を分析対象者とし、積極的支援の利用の有無により、身体計測数値および検査数値

に改善がみられるか検証を行った。分析には、傾向スコアによる重み付け推定法を用い

た。平成21年に積極的支援の対象となった4,052人のうち、特定保健指導を受けた者は9

24人、特定保健指導を受けなかった者は3,128人であった。傾向スコアで調整した結果、

積極的支援を利用した群は、利用しなかった群に比べて、体重は-0.88 kg（p<0.001）、

BMIは-0.33 kg/m2（p<0.001）、腹囲は-0.71 cm（p<0.001）、ヘモグロビンA1cは-0.04

 %（p<0.001）、中性脂肪は-11.30 mg/dl（p<0.001）、HDLコレステロールは+1.01 mg

/dl（p<0.001）と、統計学的に有意な改善がみられた。 
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メタボリック症候群に対する国の予防政策として、積極的支援対象者に対する特定保

健指導の効果について検証を行った。これまで日本人のリスクのある人を対象に、6カ

月間の保健指導（非薬物療法、食事指導、運動指導など）により効果があるか否かにつ

いて、大規模データを使用して正確に検討されていなかった。本研究は、積極的支援対

象者に対する特定保健指導について、一定の効果があることを明らかにした。 

 

Ａ．研究目的 

平成20年度より特定健康診断・特定保健指

導（以下、特定健診・特定保健指導）が開始

された1)。これはメタボリック症候群という一

つの症候群の単純な予防対策ではなく、少子

高齢社会を本格的に迎えるわが国の保健医療

施策の柱のひとつと位置付けられる。メタボ

リック症候群は糖尿病、高血圧症、脂質異常

症等を構成疾患に持つが、これらの疾病は脳

卒中、急性心筋梗塞等の重篤な疾病の危険因

子であり、たとえば糖尿病の合併症である網

膜症、腎障害（人工透析）、神経障害は患者の

QOLを著しく低下させ、医療費を増大させる。

生活習慣病は予防可能な疾病群であり、もう

ひとつの重点対策になっているがん（肺がん

や大腸がんは生活習慣病）を併せるとわが国

の死亡原因で三分の二、医療費で三分の一を

占め、詳細を説明するまでもなく生活習慣病

対策は総力を挙げて取り組まなければならな

い課題である。 
メタボリック症候群に焦点をあてた本制度

は、従来の健診に腹囲測定が加わったのみな

らず、対象者が持つリスクファクターを減ら

すことを目的とした6カ月間の保健指導を実

施するという、世界的に新しい制度である。

制度開始から5年間が経過し、その間にデータ

の蓄積および制度の効果に関する定量的評価

が進んできた2)-5)。しかし、先行研究では、因

果効果を推定する際に問題となる共変量の調

整に関する検討が十分でないため、結果を一

般化して政策効果のエビデンスとしてみなす

ことはできない。 

これまでに、観察研究において共変量を調

整する様々な統計手法が提案されてきたが、

近年、傾向スコアを用いた共変量調整が応用

研究で利用されるようになってきている6)7)。

特に、傾向スコアによる調整法として、逆確

率処理推定法（Inverse Probability of Tre

atment Weighted）を用いることが頑健である

ことが報告されている8)9)。欧米では、傾向ス

コアによる共変量調整は一般的になりつつあ

るが、わが国では“紹介されなかった多変量

解析法”と呼ばれ10)、特に特定保健指導の効

果検証に適用した先行研究は限定的である11)。 

そこで本研究は、特定保健指導の効果に関

する定量的な評価を試みることをねらいとし、

北海道から九州に至る全国から収集された特

定健診受診者の大規模データを解析し、特に

積極的支援対象者に対する特定保健指導の効

果について、傾向スコアによる重み付け推定

法を用いて明らかにすることを目的とした。 

 

Ｂ．研究方法 

（１）対象 

 本研究では大規模なデータ収集を企図し、

全国から特定健診・特定保健指導に関するデ

ータを収集した。全国の9つの地域（北海道、

岩手県、東京都、石川県、三重県、山口県、

香川県、高知県、宮崎県）における特定健診・

特定保健指導に関するデータを収集した。こ
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れらの道都県における市区町村の40歳以上74

歳までの国保加入者で、2009年または2010年

の特定健診を受診した355,374人をベースに、

2009年に積極的支援と判定され、かつ2010年

の特定健診を受診した40歳以上64歳までの

4,052人を解析対象とした。図1に対象者の選

択フローを示した。なお、先行研究5)にならい、

平成21年と平成22年の検査数値で、体重±20 

(kg)、BMI±10 (kg/m2) 、腹囲±25 (cm)、血

圧±50 (mmHg)、中性脂肪±500 (mg/dl)、HD

Lコレステロール±50 (mg/dl)、LDLコレステ

ロール±100 (mg/dl)を超える変化のあった

者は、外れ値として分析から除外した（n=98）。 

 

（２）調査項目 

  特定健診の測定項目が使用された。すなわ

ち、分析に用いた測定項目は、属性（性、年

齢）、身体計測数値（体重、BMI、腹囲、収縮

期血圧、拡張期血圧）、検査数値（ヘモグロ

ビンA1c、中性脂肪、HDLコレステロール）、

生活習慣（20歳からの体重変化、30分以上の

運動習慣、歩行または身体活動、歩行速度、1

年間の体重変化、食べる速さ、就寝前の食事、

夜食・間食、食習慣、飲酒頻度、睡眠）、生

活習慣改善の意思であった。 

 

（３）統計解析 

統計解析方法は、傾向スコアによる重み付

け推定法を用いて検討した。i番目の対象者の

傾向スコアの推定値PSiは、積極的支援利用の

有無を従属変数、属性、生活習慣、生活習慣

改善の意思を説明変数としたロジスティック

回帰分析により求めた。次に、積極的支援を

利用した群にはPSiの逆数、利用しなかった群

には1- PSiの逆数で重み付けた回帰分析を行

った。回帰分析のモデルは、平成21年と平成2

2年の身体計測値および検査数値の変化量を

従属変数、積極的支援利用の有無および平成2

1年時の身体計測値および検査数値を説明変

数とした。信頼区間の計算にはロバスト分散8)

12)を用いた。なお、欠損があるデータは取り

除き完全データとして分析した。統計解析ソ

フトウェアはSAS 9.2(SAS Institue, Cary, 

NC)を用い、有意水準は5%とした。 

 

Ｃ．研究結果 

（１）対象者のベースライン属性 

表1に対象者のベースライン属性を示した。

積極的支援を利用した群は、利用しなかった

群と比較して統計学的に有意に、女性が多い

（p<0.001）、年齢が高い（p<0.001）、1回3

0分以上の軽く汗をかく運動を週2日以上継続

している割合が高い（p<0.05）、この1年間で

体重の増減が±3 kg以上あった割合が多い（p

<0.05）、朝食を抜く割合が低い（p<0.05）、

運動や食生活などの生活習慣の改善意欲が高

い（p<0.001）といった特徴があった。傾向ス

コアによる調整の結果、両群の属性に統計学

的に有意な差はみられなくなった。 

また、表2に研究対象者のベースラインの身

体計測値および検査数値を示した。体重（p<

0.01）、ヘモグロビンA1c（p<0.05）、HDLコ

レステロール（p<0.05）について、両群で統

計学的に有意な差がみられた。 

 

（２）特定保健指導の効果 

表3に特定保健指導が身体計測値および検

査数値に与えた効果を示した。傾向スコアで

調整した結果、積極的支援を利用した群は、

利用しなかった群に比べて、体重は-0.88 kg

（p<0.001）、BMIは-0.33 kg/m2（p<0.001）、

腹囲は-0.71 cm（p<0.001）、ヘモグロビン
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A1cは-0.04 %（p<0.05）、中性脂肪は-11.30 

mg/dl（p<0.001）、HDLコレステロールは+1.

01 mg/dl（p<0.001）と、統計学的に有意な改

善がみられた。一方、収縮期血圧は-0.79 mm

Hg（p=0.11）および拡張期血圧は+0.06 mmHg

（p=0.85）と、積極的支援の利用による統計

学的に有意な改善はみられなかった。 

 

 

 

 

図1 対象者の選択フロー 

2009年または2010年の健診データあり
N=355,374

2009年の健診データなし n=91,852
2009年の積極的支援非対象者 n=254,445

2009年の積極的支援対象者
n=9,077

2009年の積極的支援対象者
n=5,196

2010年の健診データなし
n=3,881

解析対象者
n=4,052

2009年の生活習慣データ欠損 n=404
2010年に服薬あり n=679

2010年の健診データ外れ値 n=61

積極的支援の利用あり
n=924

積極的支援の利用なし
n=3,128
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表1 研究対象者のベースライン属性 

積極的支援
利用あり

積極的支援
利用なし

P値
積極的支援
利用あり

積極的支援
利用なし

P値

性別 <0.001 0.89
男性 3069 70.0% 77.4% 75.9% 75.8%
女性 983 30.0% 22.6% 24.1% 24.2%

年齢 <0.01 0.99
40 - 44歳 306 7.3% 7.6% 7.7% 7.6%
45 - 49歳 410 8.1% 10.7% 10.3% 10.1%
50 - 54歳 601 13.5% 15.2% 14.7% 14.8%
55 - 59歳 893 20.1% 22.6% 22.2% 22.0%
60 - 64歳 1842 51.0% 43.8% 45.2% 45.4%

20歳の時の体重から10kg以上増加している 0.47 0.56
はい 2804 70.2% 68.9% 69.9% 69.3%
いいえ 1248 29.8% 31.1% 30.1% 30.7%

1回30分以上の軽く汗をかく運動を週2日以上、1年以上実施 <0.05 0.80
はい 1270 34.0% 30.6% 31.6% 31.4%
いいえ 2782 66.0% 69.4% 68.4% 68.7%

0.70 0.82
はい 1688 42.2% 41.5% 41.4% 41.6%
いいえ 2364 57.8% 58.5% 58.6% 58.4%

ほぼ同じ年齢の同性と比較して歩く速度が速い 0.62 0.85
はい 1814 44.1% 45.0% 45.0% 44.8%
いいえ 2238 56.0% 55.0% 55.0% 55.2%

この1年間で体重の増減が±3kg以上あった <0.05 0.67
はい 1208 32.8% 28.9% 29.3% 29.7%
いいえ 2844 67.2% 71.1% 70.7% 70.3%

人と比較して食べる速度が速い 0.84 0.99
速い 1546 38.9% 38.0% 38.0% 38.1%
ふつう 2288 55.6% 56.7% 56.6% 56.5%
遅い 218 5.5% 5.3% 5.4% 5.4%

就寝前の2時間以内に夕食をとることが週に3回以上ある 0.18 0.77
はい 993 22.8% 25.0% 24.2% 24.5%
いいえ 3059 77.2% 75.0% 75.8% 75.5%

夕食後に間食（3食以外の夜食）をとることが週に3回以上ある 0.27 0.90
はい 797 18.4% 20.0% 19.8% 19.7%
いいえ 3255 81.6% 80.0% 80.2% 80.3%

朝食を抜くことが週に3回以上ある <0.001 0.77
はい 622 11.5% 16.5% 15.1% 15.4%
いいえ 3430 88.5% 83.5% 84.9% 84.7%

お酒（清酒、焼酎、ビール、洋酒など）を飲む頻度 0.29 0.98
毎日 1599 37.2% 40.1% 39.3% 39.5%
時々 872 22.3% 21.3% 21.7% 21.6%
ほとんど飲まない（飲めない） 1581 40.5% 38.6% 39.0% 39.0%

睡眠で休養が十分とれている 0.66 0.86
はい 3148 77.2% 77.9% 77.9% 77.7%
いいえ 904 22.8% 22.2% 22.1% 22.3%

運動や食生活などの生活習慣を改善してみようと思いますか <0.001 0.99
改善するつもりはない 1078 21.2% 28.2% 27.1% 26.6%
改善するつもりである（おおむね6ヶ月以内） 1599 41.0% 39.0% 39.1% 39.4%
近いうちに（おおむね1ヶ月以内）改善するつもりであり、少し
づつ始めている

570 13.3% 14.3% 13.9% 14.1%

すでに改善に取り組んでいる（6ヶ月未満） 323 9.7% 7.5% 7.9% 8.0%
すでに改善に取り組んでいる（6ヶ月以上） 482 14.7% 11.1% 12.1% 11.9%

度数
調整前 調整後

日常生活において歩行または同等の身体活動を１日１時間以上実施
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表2 研究対象者のベースラインの身体計測値および検査数値 

積極的支援
利用あり

積極的支援
利用なし

平均値（標準偏差） 平均値（標準偏差）
体重(kg) 69.8 (9.4) 70.9 (9.2) <0.01

BMI(kg/m2) 26.1 (2.7) 26.0 (2.7) 0.32

腹囲(cm) 92.5 (6.4) 92.0 (5.9) 0.07
収縮期血圧(mmHg) 134.5 (15.4) 134.0 (16.0) 0.43
拡張期血圧(mmHg) 82.2 (10.2) 81.6 (10.6) 0.11
ヘモグロビンA1c(%) 5.4 (0.6) 5.4 (0.7) <0.05
中性脂肪(mg/dl) 184.6 (99.1) 190.7 (112.2) 0.14
HDLコレステロール(mg/dl) 52.7 (12.5) 51.7 (13.2) <0.05

P値

 

 

 

 

 

 

 

 

表3 特定保健指導が身体計測値および検査数値に与えた効果 

調整前

下限 上限 下限 上限
体重(kg) -0.90 -1.11 -0.69 <0.001 -0.88 -1.10 -0.66 <0.001

BMI(kg/m2) -0.35 -0.43 -0.27 <0.001 -0.33 -0.41 -0.25 <0.001

腹囲(cm) -0.83 -1.13 -0.53 <0.001 -0.71 -1.01 -0.41 <0.001
収縮期血圧(mmHg) -0.84 -1.87 0.19 0.11 -0.79 -1.75 0.17 0.11
拡張期血圧(mmHg) -0.28 -0.97 0.41 0.43 0.06 -0.56 0.68 0.85
ヘモグロビンA1c(%) -0.05 -0.08 -0.01 <0.01 -0.04 -0.07 -0.01 <0.05
中性脂肪(mg/dl) -11.07 -18.12 -4.01 <0.01 -11.30 -17.80 -4.79 <0.001
HDLコレステロール(mg/dl) 1.07 0.53 1.62 <0.001 1.01 0.43 1.59 <0.001

調整後1)

変化量の
群間差

変化量の
群間差

P値 P値
95%信頼区間 95%信頼区間

1) 傾向スコアによる重み付け、2009年の値で調整 
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Ｄ. 考察 

わが国では、平成20年度から特定健診・

特定保健指導が開始された。これは生活習

慣病の単純な予防対策ではなく、少子高齢

社会を本格的に迎えるわが国の保健医療施

策の柱のひとつと位置付けられて政策が実

施された。すべての医療保険者に40歳以上

74歳未満の加入者に対して特定健診と該当

者の保健指導を義務付ける体制を整え、本

格的に保健予防政策として開始された。こ

のように国家主導でメタボリック症候群に

焦点を当てて予防政策を世界で初めて施行

した。制度開始から5年間が経過し、その間

にデータが少しずつ蓄積され、定量的な評

価が可能となってきた。しかしながら、特

定の医療保険者や特殊な状況における知見

は、選択バイアスや標本数の問題のために

正確性に関して課題があると指摘されてき

た3)。すなわち、取り扱うデータに偏りが生

じており、標本サイズも大きくないため、

データの解析結果には、妥当性や信頼性が

損なわれている可能性がある3)。政策担当者

や現場で保健指導にあたる保健師等が求め

る情報は、特定保健指導によりそもそも健

康状態の改善は可能なのか、可能であると

すればどの程度の改善が期待できるのか、

などについて正確で信頼できる解析結果で

ある。そこで本研究は、北海道から九州に

至る全国約36万人の大規模データベースを

活用し、傾向スコアを使って特定健診・特

定保健指導の効果を検証した。 

本研究から得られた最も重要な知見は、

肥満者を対象としたハイリスクアプローチ

として、予防政策による特定保健指導の介

入が一定の効果をもたらすことを明らかに

した点である。すなわち、体重、BMI、腹囲、

ヘモグロビンA1c、中性脂肪、HDLコレステ

ロールについて、積極的支援による保健指

導介入群は、非介入群に比べて、統計学的

に有意な改善がみられた。近年、一般健康

診断の効果の程度について議論があるもの

の13)、健康リスクアセスメントに基づく指

導の効果について検証したシステマティッ

クレビューによると、血圧やコレステロー

ル等の改善がみられると報告されている14)。

今後も大規模データを用いて、わが国の特

定健診・特定保健指導の効果について検証

を中長期にわたって行っていくことは重要

と考えられる。 

特定健診・特定保健指導制度は、基本的

に体重過多（腹囲およびBMIが大）の「肥満

者」を健診によって抽出し、該当者に保健

指導介入を行う予防介入の施策である。有

意に体重を減らした結果は、この制度の第

一義的な目的が一定の程度で達成されたこ

とを示している。また、主要な三つの検査

項目である血圧、血糖、脂質のうち、後者

の二つは統計学的に有意な改善が得られた。

ヘモグロビンA1cは小さな改善幅しか得ら

れなかったが、脂質、とりわけ中性脂肪は

11 mg/dl程度の低下改善（傾向スコアにて

調整後）がみられた。対象者への保健指導

により直接的に食事における脂質摂取の改

善が進み、それにより大幅な低下がもたら

されたことが示唆された。 

一方、血圧に関しては、積極的支援によ

る保健指導介入群は、介入がない群に比べ

て、統計学的に有意な改善がみられなかっ

た。血圧値は、体重と塩分摂取に大きく影

響される。血圧低下が認められるためには、

4～5 kgの体重減少が必要とされ15)、本研究

でみられたような積極的支援による0.9 kg
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程度の体重減少では、有意な血圧の低下改

善をもたらすほどの効果がなかった可能性

が示唆された。また日本人は塩分摂取量が

平均値で10.2 g/日16)で欧米に比較して多

いと指摘されている17)。今回の保健指導介

入では減塩指導の効果が小さいため血圧の

低下が得られなかったと考えられた。体重

から血圧、脂質に至るまでの項目の変化を

より詳細に分析し、特定保健指導のプログ

ラム内容や期間など制度実施の方法論につ

いて、今後どのようにあるべきか、量およ

び質の観点から検討が求められる。 

本研究には、いくつかの限界点がある。

第一に、観測されていない未知の交絡要因

が、特定保健指導の効果にあたえる影響を

考慮していないことである。非無作為化比

較試験デザインにおいては、未知の交絡要

因の影響を調整することはできないが、近

年、未知の交絡要因の影響を評価する感度

分析手法が、Brumbackらにより提案されて

おり18)、今後のさらなる研究が期待される。

第二に、特定保健指導の効果を評価したフ

ォローアップ期間が一年間と短く、中長期

的な効果については不明な点である。中長

期の追跡を通じて、特定保健指導の効果を

検証することが求められる。第三に、特定

保健指導の効果に対する費用について検討

していない点である。少子高齢化が急速に

進行し、社会保障費が増大する一方のわが

国において、限られた資源をどのような施

策に配分することで、効果的・効率的に社

会の健康改善を実現できるのか、施策立案

者に対する説明責任がさらに求められると

考えられる。したがって、特定保健指導の

効果に対する費用について基礎的なデータ

を整理することは、今後の研究における重

要な焦点になると考えられる。第四に、本

研究は2年連続で特定健診を受診した者の

みを分析対象としているため、積極的支援

の効果推定にバイアスがかかっている可能

性を否定できない点である。 

 

Ｅ. 結論 

メタボリック症候群に対する国の予防政

策として、積極的支援対象者に対する特定

保健指導の効果について検証を行った。こ

れまで日本人のリスクのある人を対象に、6

カ月間の保健指導（非薬物療法、食事指導、

運動指導など）により効果があるか否かに

ついて、大規模データを使用して正確に検

討されていなかった。本研究は、積極的支

援対象者に対する特定保健指導について、

一定の効果があることを明らかにした。 
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